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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：令和２年３月９日（令和２年（行個）諮問第４１号） 

答申日：令和２年７月１３日（令和２年度（行個）答申第４３号） 

事件名：特定年月日の特定団体との懇談に関する文書であって，本人が行った

開示請求等に関する保有個人情報が記載されたものの不開示決定

（不存在）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   「２０１９年特定日Ｂの特定団体との懇談に関する行政文書において開

示請求人が２０１９年特定日Ａ付で行った開示請求及び開示決定（特定文

書番号２件）に関する保有個人情報が記載されたもの」（以下「本件対象

保有個人情報」という。）の開示請求につき，これを保有していないとし

て不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律（以下「法」という。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，令

和元年９月１０日付け厚生労働省発保０９１０第３号により厚生労働大臣

（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った不開示決定（以下

「原処分」という。）について，その取消しを求めるというものである。 

 ２ 審査請求の理由 

   審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

 （１）審査請求書 

ア 原処分の「開示をしないこととした理由」は，「事務処理上作成又

は取得した事実はなく，実際に保有していないため」とされている。 

  しかし，２０１９年特定日Ｂに行われた特定団体と厚生労働省との

懇談（以下「本件懇談」という。）において，対応した特定職員が特

定団体に対し，私が行った開示請求（特定文書番号２件）の内容を伝

えている事実がある。 

イ よって，本件保有個人情報が不存在であるならば，特定職員は特定

の個人が行った開示請求の内容を特定団体に対して私的に漏洩したこ

ととなり，国家公務員法１００条（秘密を守る義務）及び国家公務員

倫理法３条（職員が遵守すべき職務に係る倫理原則）の規定に違反し

たことになると考える。 
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  さらに，特定職員はその職務上，私が行った開示請求に関する詳細

を知る立場にはないと考えられることから，特定職員は勿論，私が行

った開示請求の詳細を特定職員に伝えた開示請求担当職員も国家公務

員法１０１条１項（職務に専念する義務）の規定に違反しているとい

うことになる。 

  また，本件対象保有個人情報が不存在であるならば，特定団体は国

家公務員法及び国家公務員倫理法の諸規定に違反している当該特定職

員と「懇談」を行ったということにもなる。 

ウ そもそも一般論としては，厚生労働省において重責を担う国家公務

員が不用意に保有個人情報を漏洩するとは考えにくく，改めて本件対

象保有個人情報を探索，特定し，全て開示するとの決定を求める。 

（２）意見書 

    諮問庁は，理由説明書（下記第３の３（２））において，「公的に保

有個人情報が存在しているはずだとする趣旨の審査請求人の主張は失当

と考える」と述べている。しかし，審査請求人は，審査請求書において，

「特定職員は特定の個人が行った開示請求の内容を特定団体に対して私

的に漏洩した」疑い及び「開示請求担当職員も国家公務員法１０１条

（職務に専念する義務）の規定に違反」した疑いを指摘している（下線

部審査請求人）。 

審査請求人は，諮問庁に対し，本件懇談において，厚生労働省が特定

団体に対し，審査請求人が行った開示請求（特定文書番号２件）の内容

を伝えた事実の有無について確認を求める。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の経緯 

（１）審査請求人は，令和元年８月２６日付け（同月２８日受付）で処分庁

に対し，法の規定に基づき本件対象保有個人情報の開示請求を行った。 

（２）これに対して処分庁が，本件対象保有個人情報を保有していないとし

て不開示の原処分を行ったところ，審査請求人はこれを不服として，令

和元年１２月５日付け（同月９日受付）で本件審査請求を提起したもの

である。 

２ 諮問庁としての考え方 

本件審査請求について，原処分は妥当であると考える。 

３ 理由 

（１）２０１９年特定日Ｂの特定団体との懇談について 

ア 本件懇談は，２０１９年特定日Ｂに実際に開催されている。その内

容は，２０２０年診療報酬改定に向けた要望に関するものであり，使

用された資料は特定団体から手交された「２０２０年診療報酬改定に

向けた医科・歯科診療報酬点数表の改善を求める要請書」（同団体が
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取りまとめたもの）であった。 

イ 審査請求人が開示を求める「２０１９年特定日Ａ付で行った開示請

求及び開示決定（特定文書番号２件）に関する保有個人情報が記載さ

れたもの」は，当該資料中に存在しておらず，特定団体から取得した

事実もなかった。 

ウ したがって，本件懇談において，本件対象保有個人情報が記録され

た資料を作成又は取得した事実はない。 

（２）審査請求人の主張について 

ア 審査請求人は，審査請求書（上記第２の２（１））において，本件

懇談において，懇談に対応した特定職員が「特定団体に対し審査請求

人が行った開示請求（特定文書番号２件）の内容を伝えている事実が

ある」旨主張している。 

  しかしながら，上記（１）のとおり，当日の懇談の資料として本件

対象保有個人情報を記録されたものは存在していない。 

イ 審査請求人は，本件対象保有個人情報が不存在であるならば，懇談

に対応した特定職員や開示請求の担当職員が国家公務員法等の規定に

違反している等の主張をしているが，そもそも法８条の規定により保

有個人情報の利用及び提供は原則として制限されており，本人の同意

なく懇談の資料として利用，提供は行うことができないことから，公

的に保有個人情報が存在しているはずだとする趣旨の審査請求人の主

張は失当と考える。 

ウ よって，審査請求人の主張は，原処分を覆し，本件対象保有個人情

報が存在するという理由にはなっておらず，失当であると考える。 

（３）原処分の妥当性について 

上記のとおり，本件対象保有個人情報が記録された文書を作成又は取

得した事実はないとして，不開示とした原処分は妥当である。 

４ 結論 

以上のとおり，原処分は妥当であり，本件審査請求は棄却すべきものと

考える。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 令和２年３月９日    諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年４月７日      審査請求人から意見書を収受 

   ④ 同年６月４日      審議 

   ⑤ 同年７月９日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件開示請求について 
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本件開示請求に対し，処分庁は，本件対象保有個人情報を保有していな

いとして不開示とする原処分を行った。これに対し，審査請求人は原処分

の取消しを求めているが，諮問庁は原処分を妥当としているので，以下，

本件対象保有個人情報の保有の有無について検討する。 

２ 本件対象保有個人情報の保有の有無について 

（１）理由説明書の記載（上記第３の３）及び当審査会事務局職員をして諮

問庁に対し詳細な説明を求めさせたところによると，諮問庁は，おおむ

ね以下のとおり説明する。 

ア ２０１９年特定日Ｂに開催された特定団体との懇談は，特定団体が

取りまとめた「２０２０年診療報酬改定に向けた医科・歯科診療報酬

点数表の改善を求める要請書」を使用して行われた。また，当該懇談

において厚生労働省から提出した資料はなかった。 

イ 懇談の実施後，本件懇談は政策立案や事務及び事業の実施の方針等

に影響を及ぼす打合せ等には該当しないため，必ずしも文書を残す必

要はないと考えられたことから，その結果概要等は特に作成しておら

ず，本件懇談に関する行政文書は，上記の特定団体の要請書のみであ

る。さらに，そもそも審査請求人が行った開示請求（特定文書番号２

件）の内容を伝えた事実もない。 

ウ 本件審査請求を受け，諮問庁において，念のため，改めて関係部局

の書庫等を探索したが，上記要請書以外に当該懇談についての文書は

発見されなかった。 

（２）当審査会において，諮問庁から本件懇談に用いられたとする当該特定

団体の要請書の提示を受けてその内容を確認したところ，本件対象保有

個人情報に該当する記載は認められなかった。このため，当該要請書は，

本件対象保有個人情報が記録されたものとは認められない。 

（３）諮問庁によると，厚生労働省では本件懇談について結果概要等を作成

していないため，本件懇談において用いられた資料が特定団体の要請書

のみであること，審査請求人が行った開示請求（特定文書番号２件）の

内容を伝えた事実がないこと等の諮問庁の説明は，当時の担当者に確認

をした結果に基づくものとのことである。 

ア 一般に，行政機関が外部団体との意見交換や要請対応を行った際に

は，簡単な結果記録を作成することが多いものと考えられるが，場合

によっては，受領した要請文書のみを保存し，結果概要等を作成して

いないことがあったとしても，それをもって一概に不自然とまでいう

ことはできない。 

イ 審査請求書及び意見書（上記第２の２）において，審査請求人から，

諮問庁による説明を覆すに足りる具体的な根拠が提示されているとは

いえない。また，関係文書の探索が不十分であるともいえない。 
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ウ このため，厚生労働省において本件対象保有個人情報を作成・取得

しておらず，保有していないとする上記第３の３（１）の諮問庁の説

明は，不自然，不合理であるとは認められず，これを覆すに足りる特

段の事情も認められない。 

（４）上記（１）ないし（３）を踏まえると，厚生労働省において本件対象

保有個人情報を保有していないとする諮問庁の説明は，是認せざるを得

ない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報につき，これを保有していない

として不開示とした決定については，厚生労働省において本件対象保有個

人情報を保有しているとは認められず，妥当であると判断した。 

（第３部会） 

 委員 髙野修一，委員 久末弥生，委員 葭葉裕子 


